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経済指標が区々ななか、雇用統計は 12月も堅調 
 

 昨年 12月の雇用統計では、非農業部門雇用者数が前月比+29.2万人となり市場予想を大幅

に上回る結果となった。内訳で「建設」が堅調な点等は、引き続き温暖な天候（暖冬）が

雇用者数全体を幾分押し上げた可能性を示唆していよう。 

 

 失業率は 5.0％となり 11 月から不変。就業者数が増加するなかで、失業率が低下せず横這

いに止まったのは、労働参加率が上昇したためであり、悪い結果ではない。低下傾向にあ

る労働参加率だが、直近 3ヵ月は上昇している。労働参加率の変化を要因分解すると、「人

口動態要因」は引き続き低下方向へ作用しているが、「人口動態以外の要因」が上昇方向

へ作用。労働参加率の足元の変化は、FRB等による中長期的な潜在成長率見通しにまで影

響を及ぼし得るため、その動向は非常に注目される。 

 

 通常の失業率に示されない労働市場の“緩み”について、「仕事を求めているが過去 4週

間に就職活動を行わず失業者にカウントされていない人」は増加（悪化）した一方、「経

済的理由によるパートタイム労働者」は減少（改善）と区々。 

 

 時間当たり名目賃金は前月比では横這いに止まるも、前年比では+2.5％へ加速。先行指標

と考えられる「失業者に占める自発的離職者の割合」は 10.3％となり、7月につけた 2008

年 9月以来の高水準を再び回復。今後も賃金上昇率が緩やかに高まる可能性を示唆してい

る。なお、2016年 1 月 1 日前後に 14州が最低賃金を引き上げており、引き続き最低賃金

を引き上げる州や市が多めの状況。間接的な動きを含め、次回 1月分以降の雇用統計（賃

金）にプラスの影響を与えよう。 

 

 ここ 3ヵ月の雇用者数増加幅は非常に堅調だったが、まず記録的な暖冬が影響しているで

あろう点に留意が必要である。12月の米国の平均気温は華氏 38.6度と 1901年～2000年平

均に比べ華氏で 6.0 度高く、過去最高を記録した。また、他の経済指標はそれほど良好で

ない点にも留意が必要だ。12 月の ISM 企業景況感指数は、製造業指数が 2 ヵ月連続で拡

大・縮小の境目を下回ったほか、非製造業指数も低下し 2014 年 4 月以来の低水準となっ

た。企業の在庫調整は幾分長引いている印象だ。労働市場は着実に回復しているが、足元

の非常に堅調な雇用者数増加幅は割り引いてみる必要があるだろう。 

 

＜FOCUS＞ 

三菱東京ＵＦＪ銀行 経済調査室ニューヨーク駐在情報 
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＜FOCUS＞経済指標が区々ななか、雇用統計は 12月も堅調 

 

雇用者数の増加幅は市場予想を大幅に上回る 

昨年 12 月の雇用統計では、非農業部門

雇用者数が前月比+29.2 万人となり市場予

想（Bloomberg 集計値:+20.0 万人）を大幅

に上回る結果となった（第 1 図）。10月分

は 0.9 万人上方改訂され同+30.7 万人、11

月分は 4.1 万人上方改訂され同+25.2 万人

となり、直近 3ヵ月の増加幅の平均は 28.4

万人と非常に堅調となっている。2015年の

増加幅の平均は+22.1万人となった。 

業種別に雇用増減をみると、「建設」

（+4.5 万人）や「専門ビジネスサービス」

（+7.3 万人）等が当該業種としては大きめ

の増加幅となった。一方、「小売」は小さ

めの増加幅に止まり（+0.4万人）、「鉱業」（▲0.8万人）は 12ヵ月連続で減少した。 

雇用者数は大幅に増加したが、内訳で「建設」が堅調な点等は、引き続き温暖な天候（暖冬）

が雇用者数全体を幾分押し上げた可能性を示唆していよう。なお、雇用が増加した業種割合を

示す雇用 DIは 64.4となり、11月（61.4）から上昇した。 

 

失業率は不変、労働参加率は 3ヵ月連続で上昇 

失業率は 5.0％となり 11 月から不変1。失業率の変化を要因分解すると、就業者要因が▲

0.31％、労働参加率要因が+0.21％、人口要因が+0.07％となっている（第 2図）2。就業者数が

増加するなかで、失業率は低下せず横這いに止まったのは、労働参加率が上昇（12月 62.65％

←11 月 62.51％）したためであり、悪い結果ではない。低下傾向にある労働参加率だが、直近

3ヵ月は（小数点第二位までみると）上昇している。 

労働参加率の変化を要因分解すると、ベビーブーマー世代の退職等を反映する「人口動態要

因」は引き続き低下方向へ作用しているが、「人口動態以外の要因」が上昇方向へ作用（第 3

図）3。労働参加率の足元の変化は、FRB 等による中長期的な潜在成長率見通しにまで影響を

及ぼし得るため、その動向は非常に注目される。 

通常の失業率に示されない労働市場の“緩み”について、注目される部分を確認すると、「仕

事を求めているが過去 4 週間に就職活動を行わず失業者にカウントされていない人」は増加

                                                 
1
 平均失業期間は、27.6週となり前月（27.9週）から低下。失業者に占める 27週以上の長期失業者の割合は、26.3％となり

前月（25.7％）から上昇。 
2
 就業可能人口は、25193.6万人となり前月から 18.9万人増加。労働力人口は、15783.3 万人となり前月から 46.6 万人増加。

就業人口（家計調査ベース）は、14992.9 万人となり前月から 48.5万人増加。就業者率は、59.5％となり前月から 0.1％ポイ

ント上昇。なお、労働参加率の内訳をみると、男性が 68.9％と前月から 0.2％ポイント上昇、女性が 56.8％となり前月から 0.1％

ポイント上昇。 
3
 人口動態要因は「労働市場の年齢層別シェアの変化」で捉えられ、人口動態以外の要因は「年齢層毎の労働参加率の変化」

で捉えられる。労働参加率の詳細は 2015 年 7月 17日付 Weeklyご参照。 
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（悪化）した一方、「経済的理由によるパートタイム労働者」は減少（改善）と区々であった
4。 

 

 

時間当たり名目賃金は前年比+2.5％へ加速 

時間当たり名目賃金は、前月比では横這いに止

まった（民間・全雇用者ベース）。業種別に前月

比を確認すると、「鉱業」（▲0.4％）、「公益」

（▲0.3％）等が減少した一方、「小売」（+0.1％）、

「情報」（+0.1％）、「金融」（+0.1％）が上昇。

横這いの業種が多かった。 

時間当たり名目賃金の前年比は+2.5％へ加速

（11 月同+2.3％）（第 4図）。比較対象の昨年 12

月の賃金水準がやや低めであったことが影響した。

先行指標と考えられる「失業者に占める自発的離

職者の割合」は 10.3％へ上昇し（11 月 10.0％）、

7月につけた2008年9月以来の高水準を再び回復。

今後も賃金上昇率が緩やかに高まる可能性を示し

ている。賃金上昇率は、月々の振れが大きく改訂もされるため慎重に見極める必要はあるが、

これまでの一進一退から漸く加速に転じる可能性が出てきた局面と引き続きみておきたい。 

                                                 
4
 「仕事を求めているが過去 4週間に就職活動を行わず失業者にカウントされていない人」は 183.3万人で前月から 11.6万

人増加。「経済的理由によるパートタイム労働者（非農業）」は 591.0万人で前月から 6.0万人減少（「経済的理由によるパ

ートタイム労働者」の就業者に占める比率は 4.1％で前月から▲0.1％ポイント低下）。前者は「求職意欲喪失者（ディスカレ

ッジド・ワーカー）」と「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4週間に就職活動を行わなかった人」に分け

られるが、「求職意欲喪失者」は 66.3 万人で前月から 6.9万人増加。「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4

週間に就職活動を行わなかった人」は 117.0万人で前月から 4.7万人増加。これらを各種失業率でみると、通常の U-3失業率

に加えて「求職意欲喪失者」を含めた U-4失業率は 5.4％、加えて「仕事を求めているが求職意欲喪失以外の理由で過去 4週

間に就職活動を行わなかった人」も含めた U-5失業率は 6.1％、加えて「経済的理由によるパートタイム労働者」も含めた

U-6失業率（広義の失業率）は 9.9％と夫々不変。 
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なお、2016年 1月 1日前後に 14州が最低賃金を引き上げた（第 1表）。2015 年 1月 1日前

後（20 州）に比べて引き上げた州数は減ったものの、引き続き最低賃金を引き上げる州や市

が多めの状況5。間接的な動きを含め、次回 1 月分以降の雇用統計（賃金）にプラスの影響を

与えよう。 

 

州名
引き上げ前
（ドル）

引き上げ後
（ドル）

上昇率 州名
引き上げ前
（ドル）

引き上げ後
（ドル）

上昇率

1 アラスカ州 8.75 9.75 11%

1 アリゾナ州 7.90 8.05 2%

2 アーカンサス州 6.25 7.50 20% 2 アーカンサス州 7.50 8.00 7%

3 カリフォルニア州 9.00 10.00 11%

3 コロラド州 8.00 8.23 3% 4 コロラド州 8.23 8.31 1%

4 コネチカット州 8.70 9.15 5% 5 コネチカット州 9.15 9.60 5%

5 フロリダ州 7.93 8.05 2%

6 ハワイ州 7.25 7.75 7% 6 ハワイ州 7.75 8.50 10%

7 メリーランド州 7.25 8.00 10%

8 マサチューセッツ州 8.00 9.00 13% 7 マサチューセッツ州 9.00 10.00 11%

9 ミズーリ州 7.50 7.65 2%

8 ミシガン州 8.15 8.50 4%

10 モンタナ州 7.90 8.05 2%

11 ネブラスカ州 7.25 8.00 10% 9 ネブラスカ州 8.00 9.00 13%

12 ニュージャージー州 8.25 8.38 2%

13 ニューヨーク州 8.00 8.75 9% 10 ニューヨーク州 8.75 9.00 3%

14 オハイオ州 7.95 8.10 2%

15 オレゴン州 9.10 9.25 2%

16 ロードアイランド州 8.00 9.00 13% 11 ロードアイランド州 9.00 9.60 7%

17 サウスダコタ州 7.25 8.50 17% 12 サウスダコタ州 8.50 8.55 1%

18 バーモント州 8.73 9.15 5% 13 バーモント州 9.15 9.60 5%

19 ワシントン州 9.32 9.47 2%

20 ウェストバージニア州 7.25 8.00 10% 14 ウェストバージニア州 8.00 8.75 9%

6.8% 6.9%

（資料）米国労働省、National Employment Law  Project資料より三菱東京UFJ銀行経済調査室作成

2015年1月1日前後に引き上げた州 2016年1月1日前後に引き上げた州

平均平均

第1表：最低賃金を引き上げた州（2015年初と2016年初の比較）

 
 

雇用者数増加幅は非常に堅調だが、他の経済指標はそれほど良好ではない 

ここ 3ヵ月の雇用者数増加幅は非常に堅調となっているが、まず記録的な暖冬が影響してい

るであろう点に留意が必要である。12月の米国の平均気温は華氏 38.6度（摂氏 3.7 度）と 1901

年～2000年平均に比べ華氏で 6.0度高く、過去最高を記録した（第 5図）。 

また、他の経済指標はそれほど良好でない点にも留意が必要だ。12月の ISM 企業景況感指

数は、製造業指数が 48.2 と 2 ヵ月連続で拡大・縮小の境目を下回ったほか、非製造業指数も

55.3 へ低下し 2014年 4月以来の低水準となった。企業の在庫調整は幾分長引いている印象だ

（第 6図）。労働市場は着実に回復しているが、足元の非常に堅調な雇用者数増加幅は割り引

いてみる必要があるだろう。 

 

 

 

                                                 
5
 インフレ率が低いため、物価連動で最低賃金を引き上げる州が減少した。 
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